予算要求資料
平成30年度当初予算　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：県産材流通対策費
	事業名　新ぎふの木消費拡大総合対策事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　林政部　県産材流通課　資源活用係、消費対策係、加工流通係

　　　電話番号：058-272-1111（内3013,3015）　　　E-mail：c11545@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　36,606千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	36,606
	0
	0
	0
	0
	0
	1,310
	0
	35,296

	決定額
	35,250
	4,300
	0
	0
	0
	0
	1,310
	0
	29,640


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・人口減少の流れの中、国内の木材需要は低迷しており、県内はもとより、県外、更には海外市場にも目を向けて、県産材の活用に取組む必要がある。

・平成２９年度、「ぎふ清流レクリエーションフェスティバル」等との同時開催により、木に親しむイベント「ぎふの木フェスタ」を２日間にわたって開催し、２万人を超える来場者を迎えることができた。林業、特に木材産業をＰＲする格好の機会であり必要性は高いが、会場の制約から、委託費等の不足による職員負担の増大、駐車場の確保、集客に係る関係団体の負担など、課題も多くあった。
・平成３０年度の「ぎふの木フェスタ」は「アジアジュニア陸上競技選手権大会」と同時開催することとし、県民以外にアジア地域や全国からの出場者等に対しても岐阜県産材のＰＲを広く実施する。
・首都圏（東京都）における新築住宅の木造率は全国平均を下回るが、木造住宅着工戸数は岐阜県、愛知県を上回っているため、県産材住宅の拡大対象として期待が持てるため、首都圏等への岐阜県産材のＰＲを図っていく必要がある。
・岐阜県・長野県では、独自の品質認証の制度（ぎふ性能表示材・信州木材認証製品）を運用し、平成２５年度に広域認証基準を定め、品質・性能の確かな製品の安定供給体制を整え、首都圏・名古屋圏での販路拡大に取り組んでいる。
・国産材輸出は、平成２５年より原木・製品ともに中国・韓国向けが急増している。韓国を中心とした輸出促進に取り組んでいるが、日本式木造軸組住宅、県産材製品等を韓国へ輸出するためには、韓国の展示会への出展や、現地の建築技術者の育成等を行う必要がある。今後、県産材の継続的な輸出を行うためには、韓国をはじめ、中国、台湾、東南アジアなど海外市場へ積極的な働きかけを継続的に行う必要がある。・

（２）事業内容
1 ぎふの木フェスタ開催（14,100千円）
・県内各地の工務店・建材・家具・木工等約５０社が一堂に会し、来場者に事業ＰＲを行うためのイベントとして開催する。
2 ぎふの木首都圏等消費拡大促進（3,250千円）

・大手木材流通業者等への委託業務により、首都圏における県産材のＰＲ活動を行う。また、首都圏において建築された住宅や商業施設等で、県産材（ぎふ性能表示材）を構造材、内装材、調度品に一定量以上使用する場合、住宅等建設者（施主）に助成を行う「ぎふの木で家づくり支援事業」の運営業務を行う。

③ぎふの木県外消費拡大促進（3,786千円）
・ぎふ・信州の木連携ＰＲ事業(3,650千円)

　　　　関東圏、中京圏に隣接し、多樹種に対応が可能な、岐阜・長野の両県が連携し、ぎふ・信州の木（広域認証材）として、都市部（東京、名古屋等）の旺盛な木材需要地への消費拡大を図るため、建築イベント等に出展しＰＲを行う。      
　　　・推進事業費（136千円）
　　　　大都市圏（東京都等）や中京圏での展示会開催推進の調整を行う。

④ぎふの木海外消費拡大促進(15,470千円)
　　・韓国技術者育成経費(800千円)

韓国の建築技術者を岐阜県へ招へいし、県内で日本式木造軸組住宅に関する研修会を開催。
　　　・海外住宅展示会出展経費(13,100千円)

県産材を海外でＰＲし販路拡大につなげるため、韓国、台湾の海外住宅展示会へ出展。
・輸出協議会運営経費、市場調査経費（1,570千円）

海外への販路開拓に意欲的な事業者、金融機関、行政等で協議会を構成し、情報交換や課題の分析、新たな輸出先の可能性を検討。
・中国、東南アジア等、新たな県産材輸出先の市場調査。　
　
（３）県負担・補助率の考え方

①ぎふの木フェスタ開催
・県内の林業・木材関係団体が共催金、協賛金として、一部事業経費を負担する。
②ぎふの木首都圏等消費拡大促進

・県産材の首都圏等への拡大促進に取り組む施策であり、県自ら実施することが妥当
③ぎふの木県外消費拡大促進
・岐阜県のＰＲであり、県自ら実施することが妥当
④ぎふの木海外消費拡大促進
・過去に実績のない県産材の海外輸出に取り組む施策であり、県が先導的役割を果たし、事業を展開することが必要
　※海外展示会出展は地方創生推進交付金を活用　補助率：１／２
（４）類似事業の有無　無　　

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	150
	④海外消費拡大

輸出協議会アドバイザー謝金

	旅　費

	2,514

	①ぎふの木フェスタ

　企画委員会出席、会場設営備品引取り等に係る職員旅費

②首都圏等消費拡大

　業務旅費

③県外消費拡大

  業務旅費
④海外消費拡大

韓国・台湾展示会出展旅費、事前打合せ旅費、
中国調査費、輸出協議会アドバイザー旅費

	需用費

	1,123　
	①ぎふの木フェスタ

　来場者配布普及物品等、会場準備用品、資材運搬車燃料費
②首都圏等消費拡大

  消耗品費

③県外消費拡大

　用紙代、コピー代
④海外消費拡大

消耗品費、会議費

	役務費
	481
	①ぎふの木フェスタ

　郵便・電話、保険料

②首都圏等消費拡大

　郵便・電話

④海外消費拡大

郵便・電話、海外での携帯通話料金等

	委託費
	29,883
	①ぎふの木フェスタ

　会場設営、集客企画（キャラクターショー等）、屋台村設営

②首都圏等消費拡大

　県産材ＰＲ業務、助成事業運営業務

③県外消費拡大

  展示会等設営委託
④海外消費拡大

展示会出展等業務委託、海外市場調査委託費、

研修会運営委託

	使用料
	405

	①ぎふの木フェスタ

　会場借上費、駐車料金等

④海外消費拡大

会場借上費

	負担金
	2,050
	④海外消費拡大

韓国・台湾展示会出展料

	合　計
	36,606
	


	　決定額の考え方　

　事業内容を精査し、所要額を計上します。
　財源については、地方創生推進交付金の充当を見込み計上します。


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　「第３期岐阜県森林づくり基本計画」（Ｈ２９～３３年度）
（２）国・他県の状況
④ぎふの木海外消費拡大促進
　　　国：農林水産省が農林水産物の輸出１兆円を目指した国別・品目別輸出戦略を作成した。平成28年には、平成32年の輸出目標１兆円を平成31年に１年前倒しすることを閣議決定。国全体で、国産材輸出促進の取組みを加速化している。
　　　他県：静岡県、岡山県、愛媛県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県で輸出協議会や輸出部会を設置し、主に中国・韓国に向けた海外販路拡大に関する取組みを実施している。
（３）後年度の財政負担
３１年度以降も継続予定
（４）事業主体及びその妥当性

①ぎふの木フェスタ開催
県民との協働による森林づくりを推進し、森林や木材に関する意識を高めることは基本計画でも位置づけた県の役割であり、主催者として実施する。

②ぎふの木首都圏等消費拡大促進

県が直接関与することで信頼性が高まる。
③ぎふの木県外消費拡大促進
長野県との自治体連携事業を通じた岐阜県産材のＰＲであり、品質・性能が確かな岐阜県県産材の需要拡大を目的とした、総括的な底上げ事業であることから、県自ら実施することが妥当
④ぎふの木海外消費拡大促進
　過去に実績のない県産材の海外輸出に取組む施策であり、県が先導的役割を果たし、事業を展開することが必要。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・多くの県民や企業等が森林に触れ、親しみ、協働による森林づくりに参画する契機となるイベントを開催していくことで、林業及び木材産業の振興を図る。
・ぎふ性能表示材を活用した安全・安心な県産材住宅のＰＲを強化し、消費者の理解をより一層醸成する。　
・長野県との連携による広域認証材（ぎふ性能表示材＋信州木材認証製品）について、首都圏等の旺盛な木材需要地での販路拡大と、木材流通拠点における直接的なＰＲ販売戦略により、性能・品質が確かなぎふ性能表示材やＪＡＳ材の出荷増を目指す。
・国内の木材需要低下が見込まれる中で、国産材輸出は平成２５年より原木・製品ともに中国・韓国向けが急増しており、海外市場へ積極的な働きかけを継続的に行うことにより、県産材の輸出拡大を目指す。　


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ぎふ性能表示材製品出荷量（㎥）
	1千
（H22）
	14.5千
（H25）
	8.2千
（H28）
	50千
（H33）
	16.4％

	県産材製品の輸出量（㎥）
	698
(H27)
	698
(H27)
	1,229
(H28)
	2,380

（H33）
	-％


（前年度の取組）
	事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

・ぎふの木フェスタ２０１７
平成29年9月30日（土）、10月30日（日）
会場：岐阜メモリアルセンター（芝生広場）
・長野県と連携し、住宅関連展示会へ出展

名古屋：平成29年6月24,25日　木と住まいの大博覧会
平成29年10月12～14日　建築総合展NAGOYA
東  京：平成30年1月30,31日　ＷＯＯＤコレクション東京
平成30年2月16～18日　木と住まいの大博覧会
・岐阜県産材輸出推進協議会の開催
・韓国最大の住宅資材展示会に出展
・韓国において日本式木造軸組住宅建築技術セミナーの開催


（前年度の成果）
	事業の成果、今後見込まれる成果

・ぎふの木フェスタ２０１７
出展企業・団体等：44 団体

　　来場者数　２１千人

・愛知県、岐阜県及び首都圏への広域認証材のＰＲができた。

・県内木材関連企業の木材海外輸出に関する意識向上が図られるとともに、韓国内において、日本式の木造建築及び岐阜県産材の認知度が向上した。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）
○

	・ぎふの木フェスタは、県内の木材関係企業等が出展して、多くの県民が木にふれて親しむことができ、木材産業をＰＲできる格好の機会であることから、必要性は高い。
・県が推進する「ぎふ性能表示材」の利用増、県産材住宅増につながる事業であり、必要性が高い。
・県外への販路拡大は、県の重要施策である品質・性能が確かな岐阜県産材の需要拡大の取組みである「ぎふ性能表示材利用促進」やＪＡＳ材普及に係る取り組みであり、県が関与する必要がある。
・国内住宅着工戸数の減少等に伴い、国内の木材需要低下が見込まれる中で、県産材の新たな販路を海外に見出す必要性は非常に高い。

	・事業の有効性（指標の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	・ぎふの木フェスタは、一般県民に木材や林産物を普及し、林業・木材産業の振興に繋がっており関心は高い。
・県産材住宅におけるぎふ性能表示材利用量は、ぎふ性能表示材製品出荷量の多くを占め、下支えとなっている。
・東京や名古屋における岐阜県と長野県との連携による展示会出展は、森林県である２県が連携して行うため、来場者の注意を引くため、県産材のＰＲに効果がある。
・韓国内において県産材ヒノキの認知度が向上しており、事業展開の成果が上がっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	・ぎふの木フェスタは、県内の林業・木材関係団体等が共催金、協賛金を負担する共同事業として実施している。
・営業規模が小さい県内工務店に比べ、大規模な流通販路拠点を持つ企業と連携することにより、ＰＲの効率化を図っている。
・東京でのセミナーで長野県関連施設を活用したり、長野県が行うＰＲ活動に岐阜県産材のＰＲも行うなど、長野県と連携し事業実施の効率化を図っている。
・海外展示会出展等は必要最小限の経費で実施しており、事業の効率性は確保されている。


（今後の課題）
	事業が直面する課題や改善が必要な事項
・ぎふの木フェスタは、同時開催イベントとの調整が必要な事や、開催場所の制約から委託費等の不足により職員負担が増大したため委託費の確保、駐車場の確保等の必要がある。

・新設住宅着工戸数の伸びが期待できる首都圏及び中京圏をターゲットに、県産材製品の販路拡大を一層推進する必要がある。
・県外販路拡大ＰＲをステップアップさせるため、製品の買い付けの場である木材流通の拠点における新たなＰＲ販売戦略により、需要拡大対策を図る必要である。
・海外輸出拡大に向けて、現地のビジネスパートナー確保が必要。
・海外では日本式木造軸組工法の熟練技術者が少なく、木材とともに木造建築技術の普及が必要である。
・海外販路拡大に向けた、幅広い県内事業者の意識向上と輸出に関する知識の普及が必要である。　


（次年度の方向性）
	継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

・「アジアジュニア陸上競技選手権大会」と同時開催をして、県民等がぎふの木に親しめるイベントとして特化して開催する。
・継続して県産材をＰＲすることにより、首都圏における県産材利用の定着を図る。
・木材の主要な展示会に出展し、「ぎふ性能表示材」の販路拡大に向けたＰＲを行うとともに、県産ＪＡＳ材のＰＲを加えて行っていくことにより、県産材の品質・性能の高い製品の需要拡大の底上げを行う。また、ＰＲ効果を商業に繋げるため、製品の買い付けの場である木材流通拠点において、直接的なＰＲや需要拡大を図る戦略を行う。
・県産材需要の拡大のため、引き続き韓国をはじめとした海外への販路拡大事業を継続する。


